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論文  鉄骨鉄筋コンクリート柱部材の構造性能に関する研究　 　　　　

          

要旨 : 鉄骨鉄筋コンクリート（以下 SRC と略記）構造を力学的、合理的に設計するために , 本研究では，

SRC 規準第 5版 1) に従い、既往の実験によって得られた荷重‐変形関係から，各種耐力発揮時の変形量を読

み取り，軸力比と，各種耐力発揮時の部材角及び計算耐力に対する上昇率，降伏耐力に対する許容耐力の比

の関係を調べ，柱材の各種耐力と，SRC 規準の累加強度式で評価することの妥当性を明らかにした。そして、

特に、SRC 規準では累加強度式で、RC 部分と S 部分の許容耐力を累加することの妥当性を検討しました。
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1. 序

　鉄骨鉄筋コンクリート（以下 SRC と略記）構造を力

学的に合理的に設計するためには，SRC 部材の挙動を

精度良く評価できる性能評価法が必要である。しかし，

SRC 部材の構造性能評価法に関する研究は少ないのが

現状である。SRC 構造の性能を十分に発揮させること

を考えた性能設計を行なう上で , 稀に発生する地震動

に対して構造物及び部材が損傷しない限界である損傷

限界状態 , 極めて稀に発生する地震動に対して構造物

及び部材が破壊しない限界である安全限界状態につい

て検討しておくことが必要である。

　本研究では，前者を SRC 規準 1) の短期許容耐力時，

後者を終局耐力時に対応するものと考え，すでに行わ

れた SRC 柱材の実験結果をもとに、これらの耐力及び

変形性能について検討する。なお、SRC 規準 1) では各

種部材の耐力式は示されているが , 各耐力に対する変

形性能に関する資料はほとんどないのが実情である。

特に耐震性能に及ぼす影響が大きいと考えられる軸力

比を主な影響因子と考え , 鉄骨断面形状 , 材料強度な

どが耐力と変形性能に及ぼす影響を調べることを目的

として , 過去の実験で行われた試験体の諸元をもとに ,

各種耐力を算定するとともに , 各種耐力の発揮時の変

形量を読み取り , 耐力及び変形性能の検討を行った。

特に短期許容曲げ耐力は，SRC規準1)では,内蔵鉄骨(以

下 S と略記 )と鉄筋コンクリート (以下 RC と略記 )の

それぞれの降伏耐力を累加して求める強度式で算定す

ることになっているが，累加強度は剛塑性材料を使用

したときの耐力評価法としては妥当であるが、弾性状

態の耐力評価が妥当であるかといった問題も指摘され

ているので，その妥当性を検討するために , 短期許容

曲げ耐力発揮時の変形量がどの程度であるかを検討す

る。

 使用する実験データは，日本建築学会大会学術講演梗

概集の SRC 柱材に関する文献 1972 ～ 2008 年 2) ～ 25) で

ある。ただし，内蔵鉄骨の形状は，充腹形の十字鉄骨

及び単一 H 形鋼を対象とする。各試験体の軸力比と材

料強度との内訳を図－ 1に示す。軸力比は圧縮耐力（鋼

材の降伏応力度とコンクリートの圧縮強度を用いて計

算した圧縮軸力）に対する作用軸力の比として算定し

た。対象とした試験体数は 161 体である。その内、曲

げ破壊と評価された試験体は 68 体（十字鉄骨 17 体，H

形鋼 51 体），せん断破壊と評価された試験体は 93 体（十

図－ 1　各試験体の軸力比と材料強度の内訳
(a) 軸力比 (b) 鋼材の降伏応力度 (c) コンクリートの圧縮強度  
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字形鉄骨 56 体，H 形鋼 37 体）である。

2. 各種耐力の算定　　

　柱断面の短期許容曲げ耐力 , 降伏曲げ耐力および ,

終局曲げ耐力を求める際に用いた断面の応力分布を図

－ 2に示す。

2.1　短期許容曲げ耐力（単純累加）　

　SRC 規準 1) の短期許容曲げ耐力式に従い，RC 及び S

部分のそれぞれの許容耐力を単純累加して算定した。

　RC の短期許容曲げ耐力は平面保持の仮定のもと , コ

ンクリートあるいは、主筋が許容応力度に達する時の

曲げ耐力として算定している。コンクリートの許容圧

縮応力度を (1) 式に示す。（圧縮側鉄骨比に応じて低減

させて算定した強度（以下 SRC 規準 1) に従う cf ′と略記）

と低減させていない強度の 2種類を検討した。 

         
 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−= CSCC pff 151' 　　　　　　　　　　　　　(1）

ここに、 CS p は圧縮側鉄骨比で， 

 
bD
a

p CS
CS = とする

  

　

 CS a : 圧縮側鉄骨フランジの断面積

 b , D：長方形断面の幅とせい

   BCCf σ
3
2

=                                      (2）

   
 3

1

4

6024
1035.3 ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛××= Bc

C
CrE
σ

　　        (3）

 rC : コンクリート単位容積重量

 BCσ :コンクリートの圧縮強度
 

 鉄骨の許容曲げモーメントは平面保持の仮定のも

と , 圧縮縁あるいは引張縁の応力が鋼材の降伏点に

達した時の曲げ耐力として求めている。鋼材の許容

応力度は試験体に用いた鋼材の降伏点を用いた。

2.2　降伏曲げ耐力（平面保持）

　SRC 断面に対して，平面保持の仮定のもと，各材

料が弾性状態で，圧縮縁のコンクリートあるいは鉄

筋及び鉄骨のいずれかが，それぞれの許容応力度に

達したときの断面の曲げ耐力を降伏曲げ耐力として

算定した。鉄筋および鉄骨については引張あるいは圧

縮応力が許容応力度に達したときとする。コンクリー

トの許容圧縮応力度 cf ′及びヤング係数 CE は (2) ～

(3) 式を用いる。なお、 cf ′の低減については，（1）式

によるものとし，コンクリート強度を低減したもの

としていないものを求めた。

2.3　終局曲げ耐力　

　SRC 断面の終局曲げ耐力を一般化累加強度で算定

した。 1pcM ：鋼材の降伏点とコンクリート圧縮強度を

用いて計算した一般化累加強度である。 2pcM ：鋼材の

降伏点とコンクリート強度として，SRC 規準
1) に基づ

き低減した強度を用いて計算した一般化累加強度で算

定したものである。ここでは ,コンクリート強度を低

減させるための係数として SRC 規準に従い Uc r を用い

た。

　

    　 csUc pr 5.285.0 −=                     　　     (4） 

2.4　終局せん断耐力　

　SRC 規準
1) の終局せん断耐力式に従い ,RC 部分，S

部分において，それぞれ曲げで決まるせん断耐力と，

せん断で決まる耐力のいずれか小さいほうの耐力を求

めた。その後に，それらの耐力の累加を行うことによ

り算定した。

3．各種耐力及び変形に関する考察

3.1　許容曲げ耐力と降伏曲げ耐力の算定　   

　十字鉄骨を内蔵した SRC 断面の許容曲げ耐力と降伏

曲げ耐力の算定例を図 -3に示す。同図の a) はコンク
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リート強度が低く，RC の抵抗モーメントが内蔵鉄骨の

抵抗モーメントに比べて，小さい場合の例であり，同

図の b) はコンクリート強度が大きい場合の例である。

両図より，コンクリートの抵抗力が低い場合に，許容

曲げ耐力と降伏曲げ耐力の差が大きくなる傾向にある

ことがわかる。実験データベースの中で ,曲げによっ

て耐力が決まる 68 体の試験体の断面寸法および材料強

度を用いて ,降伏曲げ強度と許容曲げ耐力を計算した。

降伏曲げ耐力に対する許容曲げ耐力の比 (以下曲げ耐

力比と略記 )と軸力比の関係 (曲げ耐力比が著しく高

い値を除いたもの )を図 -4に示す。同図より許容曲げ

耐力が降伏曲げ耐力に比べて 2倍程度以上となってい

ることが分かる。これは図 -3で説明したように降伏曲

げ耐力が小さく評価されるためである。特に高軸力に

なると 2つの強度の差が大きくなり ,曲げ耐力比は大

きくなる傾向にある。また ,内蔵鉄骨に高強度鋼を用

いた場合には曲げ耐力比が高くなる傾向にあることが

わかる (図中に高強度鋼を用いた場合を・で示してい

る。)。高軸力下では許容曲げ耐力が非常に小さな値と

なるか 0と評価されるため ,曲げ耐力比が 5以上と大

きくなる試験体が 2体あるが ,近似化に際しても ,こ

れらのデータは含めていない。図中の直線は近似直線

を示したものであるが,コンクリート強度として cf を用

いた場合 ,強度を低減した cf ′（式 (2) 参照）で算定し

た場合の方の軸力比が小さいほど曲げ耐力比は小さく，

軸力比が大きいほど曲げ耐力比は大きくなる。

3.2　許容曲げ耐力及び降伏曲げ耐力発揮時の変形　　

　既往の実験結果における，各試験体の材料強度を用

いて許容曲げ耐力及び降伏曲げ耐力を算定した。実験

結果から得られた荷重 -変形関係図より ,降伏曲げ耐

力及び許容曲げ耐力発揮時の部材角を読み取ったもの

と軸力比の関係を図 -5に示す。高強度鋼を用いた試

a) 曲げ耐力比 cf で検討 b) 曲げ耐力比 cf ′で検討 

図 -4  曲げ耐力比と軸力比の関係 (曲げ耐力比が著しく高い値を除いたもの )

図 -3  許容曲げ耐力と降伏曲げ耐力の算定例

a) コンクリートの耐力が鉄骨に比べて小さい場合 b) コンクリートの耐力が鉄骨に比べて大きい場合
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図 -5  許容耐力および降伏耐力発揮時の部材角
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験体の実験データを除いたもの（同図の a））と含んだ

もの（同図の b））とに分けて示す。両図から以下のこ

とがわかる。すべての試験体において、許容耐力を発

揮するときの部材角は 1201 rad 以下であることがわか

る。また、図 - 6は文献
23) の荷重‐変形曲線図である。

今回調査した文献のすべての荷重 -変形関係において，

許容曲げ耐力を発揮する点は初期剛性を保持している

状態であり，残留変形を生じていないと思われる。

  許容耐力および降伏耐力は軸力比が高くなるにつれ

て耐力発揮時の変形が小さくなっている。高強度鋼を

用いた試験体には，変形に大きなばらつきがみられた。

短期許容曲げ耐力および降伏曲げ耐力発揮時の部材角

と軸力比の関係は以下のように評価できる。

　コンクリート強度を低減した場合の短期許容曲げ耐

力時の部材は下式で近似化できている。

  nR 78.06.0 −= （高強度鋼を除く）        　　　(5)

  nR 91.06.0 −= （高強度鋼を含む）         　　　(6)
降伏曲げ耐力時は，

  nR 42.029.0 −= （高強度鋼を除く）       　　　(7)

  nR 44.029.0 −= （高強度鋼を含む）       　　　(8)
コンクリート強度を低減しない場合の短期許容曲げ耐

力時の部材は下式で近似化できている。

   nR 75.065.0 −= （高強度鋼を除く）      　　　(9)        

   nR 88.071.0 −= （高強度鋼を含む）    　　   (10)

降伏曲げ耐力時は，

   nR 42.035.0 −= （高強度鋼を除く）          　(11) 

   nR 43.035.0 −= （高強度鋼を含む）         　(12)
　上記の近似式から判断すると，短期許容曲げ耐力発

揮時の部材角は降伏曲げ耐力発揮時の部材角の 2倍程

度の値を示すことがわかる。

3.3　終局曲げ耐力　 　

　曲げ破壊と判定された試験体で，計算耐力 1PCM ,  

 2PCM に対する実験耐力の比と軸力比の関係を十字形鉄

骨・H 形鋼に分けて図 -7 に示す。計算耐力は鋼材の降 

伏点とコンクリート圧縮強度を用いて計算した値を使

用し、実験耐力には荷重‐変形関係から読み取った最

許容曲げ耐力発揮点

図 -6　荷重－変形関係曲線の一例

a) 曲げ破壊 1pcM 　十字形鉄骨 b) 曲げ破壊 1pcM 　H形鋼
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図 -7 終局曲げ耐力比

c) 曲げ破壊 2pcM 　十字形鉄骨 d) 曲げ破壊 2pcM 　H形鋼
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大耐力に，軸力による P‐δ効果を加えた値としている。

同図より，軸力比と終局曲げ耐力比は傾きは小さいも

のの，軸力比が大きくなるにつれて終局曲げ耐力比は

小さくなっていることがわかる。

3.4 終局曲げ耐力発揮時の部材角

　曲げ破壊と判定された試験体で，最大耐力発揮時の

部材角と軸力比の関係を内蔵鉄骨が十字形と H 形に分

けて図 -8 に示す。同図 b) より、H 形鋼を内蔵させた

SRC 部材は軸力比が大きくなるにつれて終局曲げ耐力

発揮時の部材角は小さくなる傾向がある。一方、同図 a)

より , 十字形鉄骨を内蔵させた場合には , この変形は

軸力比による影響が小さい傾向にあることがわかる。

終局曲げ耐力時は，以下の式で表わすことができる。

　　 nRum 7.10.2 −=    ( 高強度鋼を含む )     (13)

　　 nRum 2.23.2 −=  　（高強度鋼を除く）      (14)

3.5　終局せん断耐力の検討　

　せん断破壊と判定された試験体で，SRC 規準 1) の終

局せん断耐力式により算定した計算耐力に対する最大

耐力の比を図 -9に示す。図より，終局せん断耐力比は，

軸力比が大きくなるにつれて大きくなる傾向にある。

　終局せん断耐力発揮時の部材角と軸力比の関係を図

-10 に示す。近似直線より軸力比が大きくなると , こ

の変形は小さくなる傾向にある。多少ばらつきはある

ものの終局せん断耐力発揮時の部材角は 1002  rad 程

度に収まっている。

　両図の近似直線より，高強度鋼を用いているか否か

の影響を受けないことがわかる。

終局せん断耐力時は以下の式で表わせる。

　　 nRus 2.17.1 −=     ( 高強度鋼を含む )     (15)

　　 nRus 9.07.1 −=     (高強度鋼を除く)     (16) 

4．結論　

　過去の実験より得られた荷重‐変形関係をもとに，

終局曲げ耐力及び終局せん断耐力，短期許容曲げ耐力，

降伏曲げ耐力の耐力発揮時の変形量を検討した結果，

以下のことがわかった。

1) 許容耐力発揮時の部材角が，荷重‐変形曲線図にお

いて，許容曲げ耐力を発揮する点は初期剛性を保持

している状態で，弾性剛性上の点である。また，許

容耐力発揮時の部材角は 1201 rad 程度に収まって

いる。

図 -8 最大耐力発揮時の部材角

 a) 十字形鉄骨  b)H 形鋼
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図 -9　終局せん断耐力比 図 -10　せん断破壊時の部材角
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2) 最大曲げ耐力は，鋼材の降伏点とコンクリート圧縮

強度を用いて計算した一般化累加強度で評価でき

る。

3) 終局せん断耐力は，SRC 規準 1) の耐力式を用いて

精度よく評価できる。

4) 終局耐力発揮時の変形は (13),(14),(15),(16) 式で

評価できる。
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